
（
不
正
な
行
為
等
を
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者
）

第
九
条

法
第
六
条
第
一
項
第
六
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者

と
す
る
。

（
新
設
）

一

法
第
二
十
三
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
し
て
登
録
の
取
消
し
の
処
分
に
係
る
行
政
手
続

法
（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
あ
っ
た
日
か
ら
当
該
処
分
を
す
る
日

又
は
処
分
を
し
な
い
こ
と
の
決
定
を
す
る
日
ま
で
の
間
に
法
第
九
条
第
一
項
第
四
号
又
は
第
五
号
の
規
定
に

よ
る
届
出
を
し
た
者
（
解
散
又
は
賃
貸
住
宅
管
理
業
の
廃
止
に
つ
い
て
相
当
の
理
由
の
あ
る
者
を
除
く
。）で

当
該
届
出
の
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
も
の

二

前
号
の
期
間
内
に
法
第
九
条
第
一
項
第
二
号
、第
四
号
又
は
第
五
号
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
法
人（
合

併
、
解
散
又
は
賃
貸
住
宅
管
理
業
の
廃
止
に
つ
い
て
相
当
の
理
由
が
あ
る
法
人
を
除
く
。）の
役
員
で
あ
っ
た

者
で
あ
っ
て
前
号
に
規
定
す
る
通
知
が
あ
っ
た
日
前
三
十
日
に
当
た
る
日
か
ら
当
該
法
人
の
合
併
、
解
散
又

は
廃
止
の
日
ま
で
の
間
に
そ
の
地
位
に
あ
っ
た
も
の
で
当
該
届
出
の
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
も
の

（
賃
貸
住
宅
管
理
業
を
遂
行
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
財
産
的
基
礎
）

第
十
条

法
第
六
条
第
一
項
第
十
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
財
産
及
び
損
益
の
状
況
が
良
好
で
あ

る
こ
と
と
す
る
。

（
新
設
）

（
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
十
一
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
は
、
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
国
土

交
通
大
臣
に
、
別
記
様
式
第
九
号
に
よ
る
登
録
事
項
変
更
届
出
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
新
設
）

２

変
更
に
係
る
事
項
が
法
人
の
役
員
の
氏
名
で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
登
録
事
項
変
更
届
出
書
に
当
該
役
員
に

関
す
る
第
七
条
第
一
項
第
一
号
ニ
及
び
ホ
に
掲
げ
る
書
類
並
び
に
当
該
役
員
が
法
第
六
条
第
一
項
第
八
号
に
該

当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
廃
業
等
の
届
出
）

第
十
二
条

賃
貸
住
宅
管
理
者
は
、
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
国
土
交

通
大
臣
に
、
別
記
様
式
第
十
号
に
よ
る
廃
業
等
届
出
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
新
設
）

（
業
務
管
理
者
の
職
務
）

第
十
三
条

法
第
十
二
条
第
一
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
新
設
）

一

法
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
書
面
の
交
付
及
び
説
明
に
関
す
る
事
項

二

法
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
書
面
の
交
付
に
関
す
る
事
項

三

管
理
業
務
と
し
て
行
う
賃
貸
住
宅
の
維
持
保
全
の
実
施
に
関
す
る
事
項
及
び
賃
貸
住
宅
に
係
る
家
賃
、
敷

金
、
共
益
費
そ
の
他
の
金
銭
の
管
理
に
関
す
る
事
項

四

法
第
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
帳
簿
の
備
付
け
等
に
関
す
る
事
項

五

法
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
る
定
期
報
告
に
関
す
る
事
項

六

法
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
秘
密
の
保
持
に
関
す
る
事
項

七

賃
貸
住
宅
の
入
居
者
か
ら
の
苦
情
の
処
理
に
関
す
る
事
項

八

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
賃
貸
住
宅
の
入
居
者
の
居
住
の
安
定
及
び
賃
貸
住
宅
の
賃
貸
に
係
る
事

業
の
円
滑
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
必
要
な
事
項
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
事
項

（
業
務
管
理
者
の
要
件
）

第
十
四
条

法
第
十
二
条
第
四
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
管
理
業
務
に
関
し
二
年
以
上
の
実
務
の

経
験
を
有
す
る
者
又
は
国
土
交
通
大
臣
が
そ
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者
と
同
等
以
上
の
能
力
を
有
す
る
と
認

め
た
者
で
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

（
新
設
）

一

法
第
十
二
条
第
四
項
の
知
識
及
び
能
力
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
証
明
す
る
事
業
（
以
下
「
証
明

事
業
」
と
い
う
。）と
し
て
、
次
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で
の
規
定
に
よ
り
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
た

も
の
（
以
下
「
登
録
証
明
事
業
」
と
い
う
。）に
よ
る
証
明
を
受
け
て
い
る
者
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